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第一部：会社概要



１．会社概要

会社名

いちよし証券株式会社 （証券コード：8624）

Ichiyoshi Securities Co., Ltd.

創立 1950年8月18日

本社所在地

東京都中央区日本橋茅場町一丁目5番8号

東京証券会館5階（総合受付）

代表者 取締役（兼）代表執行役社長 玉田 弘文

電話 03-4346-4500（代表）

資本金 145億77百万円（2023年12月末）

純資産 278億52百万円（2023年12月末）

自己資本比率 59.2％（2023年12月末）

従業員数 966名（連結）（2023年12月末）

営業拠点数 52ヵ店（2024年1月末現在）

上場金融商品取引所 東京証券取引所プライム市場
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いちよしグループのリサーチ部門として、日本の中小型成長
企業に特化した調査を行っています。

投資信託委託業務のほか、機関投資家、投資信託に対する
投資一任・助言業務を展開する資産運用会社です。

IFA（独立系ファイナンシャルアドバイザー）の方々とともに、
お客様一人ひとりの将来のプランに合ったお客様の資産形成
のアドバイスを行っています。

主に法人向けビジネスとして、複合代理店業務、保険業務、
不動産業務を行っています。

いちよしグループ
（主な連結子会社）



２．当社の位置づけ
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証券会社名
証券

コード
営業収益

（23/3期,億円）

預り資産
（23年9月末,億円）

単体従業員数
（23年9月末,名）

店舗数
（23年9月末）

オンライン
取引

大手

野村ＨＤ 8604 24,867 1,344,000 15,158 109 〇

大和証券Ｇ 8601 8,661 823,849 8,537 183 〇

準大手

東海東京ＦＧ 8616 734 71,502 2,045 64 〇

岡三証券Ｇ 8609 666 75,987 2,504 68 〇

中 堅
（対面のみ）

いちよし証券 8624 167 20,459 876 52 －

極東証券 8706 43 4,249 242 9 －

中 堅

岩井コスモＨＤ 8707 197 21,512 811 28 〇

丸三証券 8613 149 20,779 1,164 29 〇

アイザワ証券Ｇ 8708 128 17,216 820 45 〇

水戸証券 8622 112 12,621 754 26 〇

東洋証券 8614 83 11,747 665 32 〇

（出所）各社公表データよりいちよし証券が作成、対象はネット専業証券除くプライム上場証券会社、営業収益降順、青字は連結ベース
野村HDの従業員数は国内ベース

主な対面営業証券会社一覧（プライム上場）
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（大阪支店）

（東京本社）

３．主要な営業所の状況

（2024年1月末現在）
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所有者別分布状況（持株比率）

株主名
持株数

（千株）
持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

4,502 13.33

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,214 3.59

株式会社野村総合研究所 879 2.60

いちよし証券従業員持株会 806 2.38

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 677 2.00

山中 克彦 400 1.18

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505044

390 1.15

ジャフコ グループ株式会社 300 0.88

JP MORGAN CHASE BANK 385781 266 0.79

平和不動産株式会社 245 0.72

発行可能株式総数 168,159,000株

発行済株式の総数 37,931,386株
（うち自己株式4,131,769株）

当事業年度末の株主数 16,335名

４．株式に関する事項（2023年3月31日現在）

（注）持株比率は自己株式（6,668,047株）を控除して算出
発行済株式の総数は2023年8月の自己株式消却（2,500,000株）
を反映した2023年9月末のデータ
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第二部：経営理念・経営目標
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１．経営理念・経営目標 － いちよしのクレド

アドバイザー・ミッションカード
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１．経営理念・経営目標 － 20年来のビジネスモデル

米国のブランド・ブティックハウス型証券会社 ＝ いちよしの20数年来のビジネスモデル

エドワード・ジョーンズ証券の主な特徴

• 一人店舗型（営業担当1人とスタッフ1人）で地域に密着、店舗数は1.5万店超で全米トップ

• 「対面営業」に特化し、ネット取引は行わない

• 「売らない商品」を明確化、流行りものには手を出さず、質の高い商品を長期にわたって分散投資する

• 対象顧客は「真剣に長期投資を考えている個人投資家」に限定し、投機的な利潤を求める顧客には「NO」と言う

1922年 エドワード・D・ジョーンズが米国ミズーリ州セント・ルイスで創業

2002年 FORTUNE誌「最も働きやすい会社」ランキングで大手企業中1位、全米2位

（以降もほぼ毎年上位にランクされている）

2022年 創業100周年

J.D.パワー「米国ファイナンシャル・アドバイザー満足度」１位

（主な沿革）



２．日本版ビッグバンに備えての「改革の断行」
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「フロー」のビジネスモデルから「ストック」のビジネスモデルへの転換
第１回「改革の断行」（1998年） 第２回「改革の断行」（2019年～）

フロー

フロー

ストック

収入 経費

資産運用・アドバイス業務を中核

会 社 都 合

単品集中・回転売買業務

お 客 様 本 位

「現場力」
「アドバイザー力」

「サポート力」

お客様

支 店

本社
本部

本社
本部

支 店

お客様

コストカバー率 3.1％

フロー型ビジネスモデル ストック型ビジネスモデル日本版ビッグバン

（1998年）

ストック

コストカバー率 58.2％

収入 経費

1998年9月末

預り資産
投信

4,321
1,264

（単位:億円）

2023年12月末

預り資産
投信
ドリコレ

20,768
7,499
2,382
(単位:億円)
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２．日本版ビッグバンに備えての「改革の断行」

第１回「改革の断行」（1998年9月）

真の意味での「お客様本位のアドバイス活動」を推進

20年振りの「改革の断行」（2019年10月～）

「フロー型ビジネスモデル」から「ストック型ビジネスモデル」への転換

・「預り資産」を経営の最重要指標に

・営業員の名称を「アドバイザー」に変更

・株価ボードを廃止

・店頭を相談型に（カウンターに間仕切り）

・アドバイザーの評価を預り資産純増中心に

・コンプライアンスの徹底 ― 「コンプライアンス委員会」設置

・「お客様独自のオーダーを仕立てる信念」（お客様のために為すべきこと）を宣言

・「アドバイザー地区本部制」廃止（本社本部目標を廃止、支店主導の目標設定へ）

・お客様ご意向確認シート「Ｔ－ｐｏｒｔ」導入

・本社本部の生産性向上

・経営陣の思い切った若返り

・「売れる商品でも、売らない信念」（お客様のためにやらないこと）を宣言

・「７つのいちよし基準」策定

・「いちよしのクレド」制定



12

２．日本版ビッグバンに備えての「改革の断行」
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第三部：中期経営計画



１．中期経営計画「３･D」
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１．中期経営計画「３･Ｄ」の数値目標

預り資産 ３兆円
コストカバー率 ７０％
ＲＯＥ １０％

※コストカバー率＝（信託報酬＋ラップフィー）／販売費・一般管理費

２．計画期間 【２０２３年４月 ～ ２０２６年３月末】の３年間

「預り資産」拡大に向けた戦略

※IAM：いちよしアセットマネジメント
IRI：いちよし経済研究所
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純資産残高

2,460億円（21,768口座）

ドリコレ口座数・残高推移（2024年1月末）

２．ベース資産：「ドリーム・コレクション」

• ファンドラップ「ドリーム・コレクション」を「ベース資産」の中核として位置づけ、ポートフォリオでのご提

案を通じて預り資産拡大を図ります。

• 2024年1月から新NISA制度に対応した『ドリコレNISA』＆『ドリコレミニ』を追加。
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２．ベース資産：「ドリーム・コレクション」

ドリコレ評価損益（時価評価額/投資金額）分布

運用資産残高 ご契約口座数

21,768口座2,460億円

※ 2024年1月末

2024年1月から

『ドリコレNISA』＆『ドリコレミニ』を追加



18
30

45
57

65
72 73 78 82 87 91

102

125

178

195

222 227

248
261

292

150 255 376 
507 551 592 626 643 659 691 722 765 864 

2,128 

2,286 

2,976 

3,569 

3,997 

4,567 

5,061 

0

50

100

150

200

250

300

350

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

（億円）（件）

（年/月）

いちばん星 口座数・残高推移（2024年1月末）

残高（右軸）

口座数（左軸）

• 「準ベース資産」の中核商品である「いちよし・グローバル株式ファンド（いちばん星）」は、日本を含む世界

の割安株や中小型株等を投資対象としたファンドです。地域（米国、欧州、日本および新興国）の配分について

は、いちよし証券が投資助言を行います。対面証券では珍しいノーロードの商品であるとともに信託報酬に実績

報酬を取り入れたファンドであることが特徴です。

• 「いちばん星」はR&Iの定量投信レーティングの1年レーティングが最上位の「5」、みんかぶ投信レーティング

においても最上位の「★5つ」と評価されています。
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３．準ベース資産：「いちばん星」
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４．アクティブ資産：「IAMナインボール」

ミドル・リスク ハイ・リスク

ハ
イ
・リ
タ
ー
ン

ミ
ド
ル
・リ
タ
ー
ン

SDGs

旗艦投信
あすなろ

Jベンチャー
公開ベン
チャー

ニッポンの翼

国内中小型

なないろ

ニッポンの
輝

Jインフラ

明日葉

天の川

国内外中小型

大型＋中小型

大型＋Jリート

※リスク・リターンはイメージ

※太字はIAM運用ファンド

細字は一任・助言ファンド

IAM投信ラインナップ
（ナインボール）

■ナインボール残高
（24年1月末現在）

※IAM：いちよしアセットマネジメント

銘柄名
残高
（億円）

あすなろ 774

明日葉 327

天の川 199

いちよしＳＤＧｓ中小型株F 175

なないろ 146

ジャパン・ベンチャー/公開ベン
チャー

130

ニッポンの輝 111

ニッポンの翼 100

ジャパン・インフラ 54



５．トライアングル・ピラミッド経営
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トライアングル・ピラミッド経営
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５．トライアングル・ピラミッド経営

中小型株部門アクセス比率ランキング

• IRIはいちよしグループのリサーチ部門として、日本の中小型

成長企業に特化した調査を行っています。

• 2022年ベストリサーチハウス・ランキング、中小型株部門で

トップ。旧新興市場部門から19年連続して首位。

• IAMは投資信託委託業務のほか、機関投資家、投資信託に対す

る投資一任・助言業務を展開する資産運用会社です。

• グループの中小型、新興成長企業の発掘・運用ノウハウを結集

したアセットマネジメントビジネスを主力とし、お客様のニー

ズに合わせて、アセット・アロケーションを含めた幅広い運用

商品の提供を目指しています。
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６．コストカバー率

26/3期末
70％

（百万円）

信託報酬 + ラップフィー

コスト（販売費・一般管理費）
※ コストカバー率 ＝ （％）× 100

（注）2015年3月期以降は連結ベース、それ以前は単体ベース
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７．預り資産の推移

26/3期末
３兆円

971 1,339 
2,541 

2,479 

2,742 
3,375 

4,315 
5,476 

7,540 
9,093 

8,259 

6,044 

6,834 
6,657 

6,147 

7,003 
7,599 

8,791 

8,048 
7,939 

8,685 
8,327 

7,377 

9,215

9,655 
9,182 

10,043 

1,833 

2,701 

4,829 
3,813 

3,410 
3,019 

5,911 

7,761 

11,303 

9,574 

6,567 

4,666 

5,720 
5,814 

5,734 

7,132 

8,397 

9,947 

9,252 
8,974 

10,175 

9,013 

7,382 

9,971

9,264 
9,385 

10,980 

1,390 

1,231 

808 

570 559 581 

966 

1,069 

897 998 

1,076 

1,065 

1,142 996 
863 

642 

508 

433 

450 
565 

538 

588 

601 

708 
598 

512 

480 

4,194 

5,271 

8,178 

6,862 
6,711 

6,975 

11,192 

14,306 

19,740 
19,665 

15,902 

11,775 

13,697 
13,467 

12,744 

14,777 

16,504 

19,171 

17,750 
17,479 

19,400 

17,929 

15,360 

19,895
19,517 

19,081 

21,503 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

98/3末 99/3末 00/3末 01/3末 02/3末 03/3末 04/3末 05/3末 06/3末 07/3末 08/3末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/1末

投信 株式 その他(億円)



23

• 当社は、株主還元を経営上の重要課題と捉えています。業績連動型の配当方針を基本とし、配当性向をベースとした配当を行ってい

ますが、株主の皆様への適切な利益還元を継続して充実させていくことを目的として、純資産配当率（DOE）についても勘案して配

当額を決定しています。

８．株主還元策

自己株式の消却 平均単価 消却率

1998年9月～2004年1月 11,841,000株 265 円 20.2%

2008年1月～2008年3月 1,699,200株 1,032 円 3.5%

2008年11月～2009年1月 1,957,500株 673 円 4.2%

2019年6月 2,000,000株 871 円 4.5%

2022年5月 2,000,000株 645 円 4.7%

2023年8月 2,500,000株 644 円 6.2%

合計 21,997,700株 合計 43.3%（単純合計値）

（参考）
2019年3月末発行済株式総数
44,431,386株

2023年9月末発行済株式総数
37,931,386株

約15%消却



（ご参考）コーポレート・ガバナンス – JCG Index
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カテゴリーⅠ 企業目標と経営者のリーダーシップ

カテゴリーⅡ コーポレートガバナンスの体制

カテゴリーⅢ 最高経営責任者の経営執行体制

カテゴリーⅣ 株主等とのコミュニケーションと透明性

＜JCG Index とは＞

JCG Index とは、日本コーポレートガバナンス研究所（JCGR）が
東京証券取引所第一部上場企業にガバナンスおよびマネジメントに関
する種々の質問を投げかけ、企業から返ってきた回答に点数を付け、
それを合計した点数を100点満点の数値に変換した指数です。

＜JCG Indexサーベイの連続性＞

JCG Index調査は2002年から2017年まで16年継続した後、令和
元年よりJCGRの独立を機にコーポレートガバナンス・コードやス
チュワードシップ・コードを反映させ、調査内容を刷新し配点も大き
く変更しました。連続性の観点から2017年までの調査を「第１期調
査」、2019年以降の調査を「第２期調査」としています。

JCG Indexは、以下のカテゴリー得点の合計として
算出されます
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（ご参考）金融・経済教育の普及

• 当社では、学生を対象に金融教育や将来のキャリアを考えるための教育に取り組んでおります。その一環として、東京を修学
旅行先としている中学校のカリキュラムに当社の教育プログラムを組み込み、修学旅行生の受け入れを実施しております。

（2023年～24年1月実績） 福井県立高志中学校

三重県桑名市立陵成中学校

富山県立呉羽高等学校

千葉県佐倉市立志津中学校

岡山県就実高等学校

千葉県木更津市立富来田中学校

福岡県立宇美商業高等学校

静岡県南の丘学園袋井市立袋井南中学校

長野県飯田市立飯田東中学校

長崎県立大村高等学校

埼玉県春日部市立春日部南中学校

＜ 当社オリジナルのテキスト＞

※ 金融教育プログラムの研修風景
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（ご参考）社会貢献活動、当社提供番組
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ご清聴ありがとうございました。



この資料は、当社の情報提供を目的としたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。このページに掲載された資料の情報に基づき、株式等の有価証
券投資を判断される場合には、銘柄の選択、売・買の別、投資の時期などの最終決定はご自身の判断でなさるようお願いいたします。

この資料に記載された計画や見通し等は、資料作成時点の当社の判断であり、その実現・達成を保証・約束するものではなく、また今後予告なしに変更されること
があります。

この資料は2024年1月末現在のデータに基づき作成しております。

商号等 ：いちよし証券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第24号

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会

いちよし証券株式会社 広報室
https://www.ichiyoshi.co.jp/


